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えるぼし認定企業 

 「株式会社 タケショー」（新潟市） 

「三井ホーム北新越 株式会社」（新潟市）を認定‼    

 

 新潟労働局（局長 千葉
ち ば

 茂雄
し げ お

）では、この度、女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）

企業として、株式会社 タケショー（代表取締役 田中
た な か

 利直
としなお

 氏）、三井ホーム北新越 株式会社

（代表取締役社長 中野
な か の

 惣司
そ う じ

 氏）を認定いたしました。 

 えるぼし認定企業は、女性活躍推進法に基づき、女性の活躍推進に関する取組の実施状況等

が優良であると厚生労働大臣が認定した企業です。採用、継続就業、労働時間等の働き方、女

性の管理職比率、多様なキャリアコースの５つの評価項目などについて一定の要件を満たす企

業が対象となります。認定を受けた企業は、認定マークを商品、広告、求人広告などに付け、

女性の活躍を推進している企業であることをＰＲできます。       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年 10 月 24 日 
【照会先】 
 新潟労働局雇用環境・均等室 
 雇用環境改善・均等推進監理官  渡 邉  稔 
 室 長 補 佐                   関口 久志 

TEL：０２５－２８８－３５１１ 

認定マーク「えるぼし」 
「Ｌ」には、Lady(女性)、Labour(働く、取組む)、Laudable（賞賛

に値する）など様々な意味があります。 
「円」は企業や社会、「Ｌ」はエレガントに力強く活躍する女性をイ

メージしています。 
星の数が認定段階を表します。 

新 潟 労 働 局 
Niigata Labour Bureau 

＜参考資料＞ 
資料№１ 株式会社 タケショーにおける取組の概要 
資料№２ 三井ホーム北新越 株式会社における取組の概要 
資料№３ 女性活躍推進法に基づく認定制度の概要 
資料№４ 認定基準（女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準） 
資料№５ プラチナえるぼし・えるぼし認定企業一覧（新潟労働局管内） 

 



 
 
 
 
 
 
 

 
認定企業における女性の活躍推進のための取組の概要は次のとおりです。 

 

１．採用において、直近の事業年度の通常の労働者に占める女性労働者の割合が 35.4％

と、産業平均値の 33.2％を上回っており、女性の採用が進んでいます。 

 

２．継続就業において、直近の事業年度における男女別の平均継続勤務年数に大きな差が

なく、働き続けやすい職場になっています。 

（正社員 女性 11.15 年、男性 15.40 年） 

 

３．労働時間等の働き方において、直近の事業年度の労働者の各月の法定時間外・休日 

労働の合計時間数の平均が、全ての雇用管理区分において 45 時間未満（平均 0.9～

8.1 時間）と、仕事と家庭が両立しやすい職場になっています。 

 

４．管理職比率において、直近の事業年度の管理職（課長級以上）に占める女性労働者の

割合が 28.6％と、産業平均値の 7.3％を大きく上回っており、女性の登用が進んで

います。 

 

５．多様なキャリアコースにおいて、直近の３事業年度で、女性の非正規社員から正社員

への転換が１人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料No.１ 

株式会社 タケショー （新潟県新潟市） 

 代表者   代表取締役 田中 利直 

 事業内容  卸売業、小売業 
 労働者数  １９４人（男性１２０人、女性７４人）  

 

自由記載欄となります。 

１５０文字程度でコメントをお願いします。 

＜ 事 業 主 からのコメント＞  

 

 当社は、社員一人ひとりをかけがえのない「花の一輪」と考え、社員の成長を応援

しています。そして、社員一人ひとりが自分という一輪の花を磨き、高めること、お

互いに助け合いながら花束を創り上げること、さらには、お客様に最高の「食の花束」

をお届けすることを通じて、明るく豊かで幸せになる会社を目指しています。そんな

中で、性別や国籍に関係なく、より働きやすい環境を実現したいと考えます。 

 

 



 
 
 
 
 
 
 

 
認定企業における女性の活躍推進のための取組の概要は次のとおりです。 

 

１．採用において、直近の事業年度の通常の労働者に占める女性労働者の割合が 32.4％

と、産業平均値の 14.4％を大きく上回っており、女性の採用が進んでいます。 

 

２．労働時間等の働き方において、直近の事業年度の労働者の各月の法定時間外・休日 

労働の合計時間数の平均が、全ての雇用管理区分において 45 時間未満（平均 0.0～

24.3 時間）と、仕事と家庭が両立しやすい職場になっています。 

 

３．管理職比率において、直近の３事業年度の男女別の課長級より一つ下の職階から課長

級に昇進した割合は女性の昇進割合の方が大きく、女性の登用が進んでいます。 

（女性 0.33、男性 0.18） 

 

４．多様なキャリアコースにおいて、直近の３事業年度で、おおむね 30 歳以上の女性の

正社員としての中途採用が１人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料No.２ 

＜ 事 業 主 からのコメント＞  

  

 

  

三井ホーム北新越 株式会社 （新潟県新潟市） 

 代表者   代表取締役社長 中野 惣司 

 事業内容  建設業 
 労働者数  １３４人（男性８２人、女性５２人）  

 

三井不動産グループでは、ダイバーシティ＆イン

クルージョンの推進を経営戦略の一つと位置付

け、多様な背景を持つ社員が公平に評価され、能

力を最大限発揮できる職場環境を目指すため、働

き方改革の推進や人事制度の拡充を行っており、

当社でも特に女性活躍の推進を重要な目標として

取り組んでいます。  



女性活躍推進法に基づく認定制度の概要 
◆ 女性の活躍推進に関する状況や取組などが優良な企業を認定する制度で、認定のレベルは１つ星～３

つ星の３段階あり、星の数が増えるほど女性活躍が進んでいることを表します。特に女性活躍において優

れた結果を納めている企業は「プラチナえるぼし認定」を受けることができます。認定マークは商品や広告、

名刺、求人票などに使用することができます。 

 
認 定 の 段 階 

 
★次ページに掲げる基準以外のその他の基準は以下の３つです。 

・事業主行動計画策定指針に則して適切な一般事業主行動計画を定めたこと。 
・定めた一般事業主行動計画について、適切に公表及び労働者への周知をしたこと。 
・女性活躍推進法及び 同法に 基づく命令その他関係法令に違反する重大事実がないこと。 
※厚生労働省のウェブサイト とは、厚生労働省「女性の活躍・両立支援総合サイト」内の 

「女性の活躍推進企業データベース」 https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/ 

プラチナえるぼし 以下のいずれも満たすこと。 
●策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該行動計画に定めた目

標を達成したこと。 
●男女雇用機会均等推進者、職業家庭両立推進者を選任し厚生労働省のウェブ

サイト（※）に毎年公表していること。 
●次ページに掲げる５つの基準の全てを満たし、その実績を厚生労働省のウェブサ

イト（※）に毎年公表していること。 
●女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く）のうち、８項目

以上を厚生労働省のウェブサイト（※）に毎年公表していること。 
●下の★印に掲げる基準を全て満たすこと。 

えるぼし 
（３段階目） 

 

以下のいずれも満たすこと。 
●次ページに掲げる５つの基準の全てを満たし、その実績を厚生労働省のウェブサ

イト（※）に毎年公表していること。 
●下の★印に掲げる基準を全て満たすこと。 
 
 

えるぼし 
（２段階目） 

 

以下のいずれも満たすこと。 
●次ページに掲げる５つの基準のうち３つ又は４つの基準を満たし、その実績を厚

生労働省のウェブサイト（※）に毎年公表していること。 
●満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に

関連する取組を実施し、その取組の実施状況について厚生労働省のウェブサイ

トに公表するとともに、２年以上連続してその実績が改善していること。 
●下の★印に掲げる基準を全て満たすこと。 

えるぼし 
（１段階目） 

 

以下のいずれも満たすこと。 
●次ページに掲げる５つの基準のうち１つ又は２つの基準を満たし、その実績を厚

生労働省のウェブサイト（※）に毎年公表していること。 
●満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に

関連する取組を実施し、その取組の実施状況について厚生労働省のウェブサイ

トに公表するとともに、２年以上連続してその実績が改善していること。 
●下の★印に掲げる基準を全て満たすこと。 

資料No.３ 



認定基準（女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準） 

評 価 項 目 基 準 値 （ 実 績 値 ） 

①採用 

ⅰ）男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度（※）で 
あること 

（※直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率（女性の応募者数÷女性の
採用者数）」×０．８が、直近３事業年度の平均した「採用における男性の競争倍率（男性の
応募者数÷男性の採用者数）」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと） 
又は 
ⅱ）直近の事業年度において、次の①と②の両方に該当すること 
①正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上であること 
②正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業ごとの平均値

以上であること  （正社員に雇用管理区分を設定していない場合は①のみ） 

②継続就業 

ⅰ）直近の事業年度において、①と②のいずれかに該当すること。 
①「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が、雇用管

理区分ごとにそれぞれ７割以上【プラチナえるぼしの場合：８割以上】であること。 
②「女性労働者の継続雇用割合÷男性労働者の継続雇用割合」が、雇用管理区分ご

とにそれぞれ８割以上【プラチナえるぼしの場合：９割以上】であること 
又は 
ⅱ）ⅰ）を算出することができない場合、直近の事業年度において正社員の女性労働

者の平均勤続勤務年数が産業ごとの平均値以上であること。 

③労働時間等の働き方 
雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間数の平均が、

直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満であること。 

④管理職比率 

ⅰ）直近の事業年度において、管理職に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均

値以上であること。 
又は 
ⅱ）直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階から課長級に昇進した女性

労働者の割合」÷直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階から課長

級に昇進した男性労働者の割合」が８割以上であること。 
【プラチナえるぼしの場合】 
ⅰ）直近の事業年度において、管理職に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均

値の１．５倍以上であること。 

⑤多様なキャリアコース 

直近の３事業年度に以下について、常時雇用する労働者の数が 301 人以上の企業は

２項目以上（非正社員がいる場合は必ず A を含むこと）、常時雇用する労働者の数が

300 人以下の企業は１項目以上の実績を有すること。 
Ａ 女性の非正規雇用労働者から正社員への転換・派遣労働者の雇入れ 
Ｂ 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換 
Ｃ 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用 
Ｄ おおむね 30 歳以上の女性の正社員としての採用 

 
 

注） 雇用管理区分ごとに算出する場合において、属する労働者数が全労働者数の１割程度に満たない雇用管理区

分がある場合は、職務内容等に照らし類似の雇用管理区分とまとめて算出して差支えないこと（雇用形態が異

なる場合を除く）。 
 

資料No.４ 



プラチナえるぼし・えるぼし認定企業一覧 

                                令 和 ６ 年 10 月 ２ 日現 在 
                                新潟労働局雇用環境・均等室 

 

１ 新潟労働局内におけるプラチナえるぼし・えるぼし認定状況        （社） 
 

 ３０１人以上企業 ３００人以下企業 計 

プラチナえるぼし認定数※ １ １ ２ 

えるぼし認定数 ２２ ３９ ６１ 

 第３段階（３つ星） １６ ３４ ５０ 

 第２段階（２つ星） ６ ５ １１ 

 第１段階（１つ星） ０ ０ ０ 
  

※ プラチナえるぼし認定は、えるぼし認定を受けた企業のうち女性の活躍推進に関する取組の実施状況等が特に優良な企業について 

厚生労働大臣が認定する制度のため、えるぼし認定数の内数となります。 

 

２ プラチナえるぼし認定企業 
 

企業名 所在地 認定段階 認定年月 

株式会社 第四北越銀行 新潟市 

 

2023 年５月 

小柳建設 株式会社 三条市 2023 年９月 

 

 

３ えるぼし認定企業  
           

企業名 所在地 認定段階 認定年月 

株式会社 エム・エスオフィス 長岡市 
 

       
2017 年６月 

社会福祉法人 桜井の里福祉会 
西蒲原郡 

弥彦村 
2017 年７月 

株式会社 日本フードリンク 新潟市 2017 年８月 

社会福祉法人 見附福祉会 見附市 2017 年 11 月 

株式会社 ソリマチ技研 長岡市 2017 年 11 月 

第３段階 

資料 No.５ 



 

企業名 所在地 認定段階 認定年月 

株式会社 第四北越銀行 新潟市 

 

2018 年７月 

社会福祉法人 常陽会 新潟市 2021 年１月 

医療法人 愛広会 新潟市 2021 年８月 

社会福祉法人 新潟さくら会 新潟市 2021 年９月 

社会福祉法人 真心福祉会 
北蒲原郡 

聖籠町 
2021 年 11 月 

株式会社 ハピネス 十日町市 2021 年 11 月 

社会福祉法人 加茂福祉会 加茂市 2022 年２月 

株式会社 アイオス 新潟市 2022 年２月 

小柳建設 株式会社 三条市 2022 年３月 

医療法人俊榮会 齋藤記念病院 南魚沼市 2022 年４月 

日本精機 株式会社 長岡市 2022 年９月 

株式会社 笠原建設 糸魚川市 2022 年 12 月 

株式会社 北越ケーズ 新潟市 2022 年 12 月 

株式会社 安全給食サービス 長岡市 2023 年２月 

社会福祉法人 刈谷田福祉会 長岡市 2023 年３月 

亀田製菓 株式会社 新潟市 2023 年３月 

一正蒲鉾 株式会社 新潟市 2023 年６月 

  

第３段階 



 

 

企業名 所在地 認定段階 認定年月 

石本商事 株式会社 新潟市 

 

2023 年６月 

株式会社 国土 新潟市 2023 年６月 

株式会社 クレアメディコ 長岡市 2023 年８月 

株式会社 北澤工業 長岡市 2023 年９月 

大陽開発 株式会社 上越市 2023 年９月 

社会福祉法人 小千谷北魚沼福祉会 小千谷市 2023 年 10 月 

中越道路 株式会社 長岡市 2023 年 12 月 

株式会社 丸尚 妙高市 2023 年 12 月 

原田通商 株式会社 長岡市 2023 年 12 月 

オフィスＨａｎａｋｏ 株式会社 新潟市 2023 年 12 月 

株式会社 三幸 
北蒲原郡

聖籠町 
2023 年 12 月 

三越タクシー 株式会社 長岡市 2024 年１月 

社会保険労務士法人 あおぞら社労士事務所 新潟市 2024 年１月 

株式会社 近藤組 新潟市 2024 年１月 

株式会社 大建建設 新潟市 2024 年１月 

株式会社 大光銀行 長岡市 2024 年２月 

株式会社 きものブレイン 十日町市 2024 年２月 

 

第３段階 



 

企業名 所在地 認定段階 認定年月 

株式会社マイステルジャパン 長岡市 

 

2024 年３月 

第一コンピュータ印刷 株式会社 三条市 2024 年３月 

社会福祉法人 岡山福祉会 新潟市 2024 年３月 

アネックスツール 株式会社 三条市 2024 年６月 

株式会社 ナルサワコンサルタント 新潟市 2024 年７月 

社会福祉法人 二王子会 新発田市 2024 年７月 

株式会社 アルゴス 妙高市 2024 年８月 

 株式会社 雪国まいたけ 南魚沼市 2024 年８月 

株式会社 ナンバ 長岡市 2024 年８月 

株式会社 タケショー 新潟市 2024 年９月 

※ 調整中   

株式会社 新潟県厚生事業協同公社 長岡市 2024 年 10 月 

社会福祉法人 愛宕福祉会 新潟市 

 

2017 年２月 

長岡タクシー 株式会社 長岡市 2023 年３月 

ちいきてらす 株式会社 新潟市 2023 年３月 

株式会社 ブルボン 柏崎市 2023 年 11 月 

株式会社 福田組 新潟市 2024 年１月 

第２段階 

第３段階 
 



企業名 所在地 認定段階 認定年月 

株式会社 植木組 柏崎市 

 

2024 年１月 

株式会社 アイウィル 加茂市 2024 年２月 

株式会社 Ｊ－ＣＯＬＯＲ 長岡市 2024 年２月 

グローバルウェーハズ・ジャパン 株式会社 
北蒲原郡 

聖籠町 
2024 年５月 

株式会社 加賀田組 新潟市 2024 年６月 

三井ホーム北新越 株式会社 新潟市 2024 年９月 

＊認定企業のうち、公表することに了解を得た企業名および市町村名を掲載しています。 

第２段階 


